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１．はじめに 

 

わが国では新幹線を中心とする鉄道ネットワークが着

実に整備されてきた。また、ほとんどの都道府県に空港

が整備され、航空ネットワークも充実してきた。それゆ

え、全国的に都市間移動の利便性は高い水準にあると考

えられる。しかし、地域別にみると新幹線のルートから

外れた地域は、新幹線が整備された地域と比較して都市

間移動の利便性は劣っている。また、航空輸送でも経営

的観点により地方路線から撤退する動きも出てきており、

移動の利便性が低下した都市間もある。これは、整備新

幹線・空港などの整備計画や運行計画において、費用便

益分析や財務分析などといった効率性や採算性を主な評

価基準としているためである。このことは、わが国では

効率性・採算性が都市間交通整備の唯一の評価基準であ

るかのような議論も少なくないと指摘されている１）。 

このような現状に対し、移動の容易さの地域格差是正

問題は、政策提言として交通インフラの整備推進のため

に論じられることはよくある。つまり、地域間や地域に

住む個人の公平性の観点から、格差の是正といった事項

が主観的に主張されることが多い１）。しかし、データ

分析を通じて客観的に示されることは少ない。 

そこで本研究では、公共交通サービスによる都市間移

動の容易さの違いを移動の地域格差として捉えることと

する。そして都市間の公共交通サービスによる移動の容

易さを定量的に示す指標として、個人が移動するといっ

た観点からモビリティ指標を提案する。また、現実には

需要規模や人口規模によって運行本数などの供給サービ

スが決まっているのが一般的であり、利用者もそのこと

をある程度認知していると考えられる。そこで、需要規

模を考慮した指標および人口規模を考慮した指標も提案

する。これらを用いて、おもに公平性の観点から都市間

移動の地域格差について分析することを目的とする。 

 

２．既往研究と本研究の特徴 

 

都市間交通の既往研究は、金子ら２）によって整理さ

れており、データ整理・交通行動分析・評価手法などに

おいて多様な課題があると指摘している。本研究では、

そのなかの評価手法に関連する交通サービス評価に関す

る既往研究についてレビューし、さらに交通分野の地域

格差に関する既往研究についてもレビューを行う。 

交通サービスを評価する際に重要となるのは、価格は

もちろんのこと、運行頻度や所要時間も考慮することで

ある。これらのサービスを複合的に評価する手法として

は一般化費用を用いている場合が多い。一般化費用を用

いた研究としては、北陸新幹線を対象に行っている野村

ら３）やイギリス国鉄を対象としたWardman４）の研究が挙

げられる。両研究ともに鉄道のみを対象にしており、航

空を含めた複数モードを対象としていないという問題点

がある。 

複数モードの利用可能性を同時に考慮した研究として

は、枦元ら５）の研究がある。ある都市間の交通ネット

ワークが改善されたときに発生する便益を地域別に示す

過程において、非集計選択モデルの効用を用いることに

より鉄道と航空の２つのモードを考慮している。また、

山口ら６）は交通一般化費用を求める際に交通機関別の

シェアを取り入れ、アクセシビリティ指標を算出してい

る。天野ら７）や中川ら８）は、都市間交通における運行

頻度を考慮した新たな所要時間指標として、各時刻にお

ける目的地までの所要時間を足し合わせた積み上げ所要

時間を定義している。菊池ら９）は、この積み上げ所要

時間を用いた複数モードの期待一般化費用（EVGC）の算

出を行い、都市間交通の利便性が国土構造に与える影響

を経年的に明らかにしている。 

しかし、これらの一般化交通費用を求める方法では、

旅行時間を貨幣価値に換算するために時間価値を外生的

に与える必要がある。時間価値については、Kato10）が、

旅行時間が長くなると時間価値が増加する場合と減少す

る場合の２つの研究が存在していると指摘しており、時

間価値を一意に決定できないという問題がある。加えて

都市間交通の場合では、時間価値が異なる地域間での扱

いが複雑となる。このような問題から、時間価値に頼ら
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ない都市間移動の利便性を評価する方法が必要であると

考える。 

交通分野における地域格差を扱った研究としては、移

動する際の価格差に注目したAndersonら16）やKnappら17）

の研究がある。これらはいずれも費用（運賃）のみに着

目している。移動の容易さを評価する際には価格だけで

は不十分であり、運行頻度や所要時間といった尺度も含

めた評価が必要である。栄徳ら18）は個々人の交通サー

ビス水準を客観的に評価する手法を提案し、これにより

交通サービス水準の地域間比較を行っている。この研究

では都市内を対象として交通手段選択モデルを取り入れ

ることにより複数モードを含めた移動の容易さを評価し

ている。しかしアンケート調査が必要になり、限られた

地域内では容易だが、全国の都市間のような広域を対象

とした場合は難しいと考えられる。 

そこで、本研究では、都市間移動の地域格差を計測す

るモビリティ指標として、複数交通モードを入力・出力

変数として設定でき、また時間価値などを外生的に与え

ずに評価できるDEA手法（包絡分析法）を採用する。DEA

手法は、企業や自治体の相対効率性を評価する分析手法

としてCharnels et al.11）により開発されたノンパラメ

トリック手法である。したがって、アクセシビリティ指

標の算出に用いられるようなログサム変数などの抽象的

統計モデルを決め、残差の分析に基づいてパラメータ推

定するという間接的な方法も、DEA手法では回避するこ

とができる12）。つまり、パラメータ推定には多数のサ

ンプルを必要とするが、DEA手法ではサンプルサイズを

問題としないといったメリットがある。その上、対象と

するDMU（事業体）間の効率性の違いを比率尺度によっ

て定量的に評価でき、また条件不利DMUへの改善案を具

体的に提言できるといった特徴がある。 

DEA手法は、開発された経緯から企業や自治体を評価

対象にした研究は多数見受けられるが、評価対象はこれ

らに限らない。例えば、東本ら13）のバス路線に着目し

た総合効率性評価では、バス路線を評価対象にしている。

小林14）の交通流によるジャンクションの評価では、評

価対象を時間帯別の交通量・地点速度としている。また、

Graham15）の研究の中では、従業員数、車両定員、路線

長、客車走行キロを用いて都市鉄道の運行効率を評価し

ている。しかし、DEA手法を都市間交通に適用している

研究、公平性の観点からモビリティを評価している研究

は筆者の知る限り存在しない。 

 

以上より、本研究の特徴として、以下の３点を挙げる

ことができる。 

・ 鉄道と航空の複数モードを対象*１とした都市間の公

共交通サービスによる移動の容易さを示す指標として

モビリティ指標を提案する点 

・ DEA手法を用いて、時間価値を外生的に与えずに都市

間移動の容易さの違いを評価する点 

・ 鉄道と航空ネットワークにおけるリンク距離や費用、

所要時間、運行頻度などの客観的データのみから都市

間移動の容易さを評価する点 
 

３．都市間モビリティ指標について 

 

本研究では、移動の容易さを表すモビリティ指標を提

案する。公共交通を利用して都市間を移動する場合、利

用者は希望する距離を提供されている交通サービスによ

って時間をかけて移動し、その対価として運賃を支払う。

つまり、移動の容易さとは、移動距離に対して時間と費

用をかけずに効率的に移動できることと定義する。例え

ば、都市間同士で比較した場合、同距離を移動するなら、

より早く移動できたほうが移動の容易な都市間であると

いえる（図－１）。運賃に関しても同様である。これは

単純に個人が移動する際の目的地への移動の容易さを示

したことになる。これを「個人モビリティ」と定義し、

都市間モビリティ指標の基本として考える。 

 
図－１ 都市間移動の比較例 

 

次に、前述したように、一般に、需要規模が大きく人

口規模が大きい都市間では、交通整備や運行計画が進め

られ、設備増強による時間短縮や運行頻度の増加などの

サービス向上がなされている。そこで、需要規模を考慮

したモビリティ指標を提案する。需要には、輸送実績な

どの顕在化している需要と、供給サービスの不足などに

より顕在化していない潜在需要（顕在需要含む）がある。

図－２に、本研究で提案する顕在需要と潜在需要の２つ

の需要を考慮したモビリティ指標の概念図を示した。ま

ず、個人モビリティ指標に顕在化している需要である輸

送実績（ＤＡ）を考慮した指標を提案する。これにより、

現状の交通サービスが需要規模に見合っているのかを評

価する。これを「需要考慮モビリティ」指標として定義

する。 

次に、現状の交通サービスの不便がゆえに顕在化して

いない需要、つまり潜在需要（ＤＰ）が存在している場

合もあると考えられる。都市間交通の潜在需要は都市の

人口規模で既定されると考えるのが一般的である。そこ

で、個人モビリティ指標に都市間に存在している潜在需
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要として両都市の人口を考慮した指標を提案する。これ

を「人口考慮モビリティ」指標として定義する。 

 

 
図－２ ２つの需要を考慮したモビリティ指標の概念図 

 
 以上、本研究では「個人モビリティ」「需要考慮モビ

リティ」「人口考慮モビリティ」の３つの指標を用いて、

都市間公共交通の地域間における公平性について、３つ

の概念から検証することを試みる。 
 

４．DEA手法の概念 

 

本研究では、モビリティ指標を計測する方法として

DEA手法を採用する。DEA手法は、線形計画法によって構

築された効率的フロンティアに基づいて各分析対象の効

率性の評価を行う手法である。フロンティア上の分析対

象は、最も効率的に生産を行っていることを示し、その

効率値は１と定義される。また、DEA手法では、一般に

分析対象の活動は資源を投入（以下、入力）し便益を産

出（以下、出力）する変換過程とみなす。そのときの

「出力／入力」という比率尺度を用いて、効率性の測定

を行う。この比率尺度は、より少ない入力でより多くの

出力を得られれば効率的になる指標である。DEA手法で

は入力・出力項目数を複数設定しても、比率尺度による

効率性の値（以下、Ｄ効率値）を算出することが可能な

分析手法である。 

DEA手法には、主としてCCRモデルとBCCモデルがある。

CCRモデルは効率的フロンティアにおいて規模の収穫を

一定と仮定したものである。一方、BCCモデルは規模の

収穫を一定とせず、その生産可能集合は現存する集合の

点の凸包と、その凸包の点より大なる入力と小なる出力

を持つ点から構成されることになる。本研究では、まず、

運賃や所要時間は距離によって概ね比例的に増加するの

が一般的であることから、距離に応じて交通サービスが

一律に変化する規模の収穫が一定と仮定したCCRモデル

を用いて分析する。一方で、運行本数などの交通サービ

スは需要規模に応じてＳ字曲線的に変化することも知ら

れており、規模の収穫は一定でない部分もある。そのた

め、BCCモデルも用いて分析を行い、CCRモデルとBCCモ

デルの結果を比較することで、都市間交通における規模

効率値19）20）の大きさについても分析する。規模効率値

は、CCRモデルとBCCモデルとのＤ効率値の乖離度合いを

みており、実際の生産構造とモデルで課された仮定が近

ければ、乖離は小さく、規模効率値は１に近くなり、規

模の収穫一定とみなすことができるものである。CCRの

モデル式12）を式（１）、式（２）に、BCCのモデル式12）

を式（３）、式（４）に示す。 

Max ∑
=

t

r
rr yu

1
0
     (1) 

Subject to: 

trnjmi
vu

xvyu

xv

ir

t

r

t

i
ijirjr

m

i
irj

,,1,,1,,1
,

0

1

1 1

1
0

LLL ===
≥

≤−

=

∑ ∑

∑

= =

=

　　

ε

 (2) 

 

ここで、 ijx rjy は各DMUjの変数i 、r の入・出力量、

ru は出力変数r に対する最適ウェイト、 iv は入力変数

i に 対 す る 最 適 ウ ェ イ ト 、 n は 対 象 DMUj 数 

),,1( nj L= 、m 、 t は入･出力変数の数、ε は非ア

ルキメデス無限小数を示す。 
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ここで、σ は、新しく付け加えられた制約条件

に関する双対変数、λ は、各事業体の入出力変

数をつなげるための変数を示す。 
なお、本研究では、DEAの分析対象としての事業体

（以下、DMU）を都市間移動する個人と設定して分析を

行うこととする。 

 

５．都市間モビリティ指標の計測について 

 

（１）DEA手法による分析条件 

本研究では、ケーススタディとして、北海道、東北、

北陸、関東、中部、関西、中国、四国、九州の９つの各

地方の中から、人口が最も多い都道府県（北海道は地域）

（道央、宮城、新潟、東京、愛知、大阪、広島、愛媛、

福岡）を選んだ。それらを結ぶ36都道府県間の交通サー

ビスを対象＊２とした。分析対象年度は第４回全国幹線
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旅客純流動調査21）の調査年度の2005年とした。分析に

用いた各データは、交通サービス（運賃、運行本数＊３、

所要時間）はJTB時刻表22）より、鉄道、航空の各輸送人

員は全国幹線旅客純流動調査の代表交通機関別幹線旅客

流動量21）より、各都市の人口は総務省の人口推計デー

タ23）より得た。なお、運賃や所要時間を算出する際の

起終点は各都道府県の代表鉄道駅とした。 

また、提案した３つのモビリティ指標は、それぞれ表

－１に示す入出力項目として設定し分析を行った。入力

項目は、３つの指標とも共通とし、移動する利用者側の

立場から、都市間移動をする際に利用者に直接影響する

鉄道・航空の運賃、所要時間、運行本数とした。ただし

航空の所要時間は、空港での搭乗手続きや乗換え時間を

考慮するため所要時間に一律40分を加えた。一方、個人

モビリティの出力項目は、利用者が移動した結果として

の都市間距離（直線距離）のみとした。需要考慮モビリ

ティでは、都市間距離に需要規模を考慮すると考え、出

力項目に鉄道と航空のそれぞれの輸送人員を採用した。

人口考慮モビリティも同様に考えるが、両都市の人口を

扱う際には、重力モデルを参考にし、両都市の人口の積

を都市間人口変数と定め出力項目として採用した。 

DEA手法で算出される結果は、より少ない入力で多く

の出力を得られれば効率的と評価される。そのため、入

力項目には少なければ少ない方がよいもの、出力項目に

は多ければ多いほどよいものを扱う必要がある。これと

は逆向きの変数がある場合、モデル入力においては数値

を変換する必要がある24）。本研究の入力項目では、運

行本数は多いほどよい指標である。そのためモデルでは

逆数をとることにする。出力項目の輸送人員、人口の変

数は、輸送人員や人口が少ない都市間でよい交通サービ

スが与えられている場合、モビリティが高い（逆に輸送

人員や人口が多いにも関わらず、悪い交通サービスの場

合はモビリティが低い）と考えられる。そのため、人口

変数は逆数変換を施すことにした。輸送人員は、都市間

によっては０であり、それらでは分母が０となって逆数

変換ができない。そのため、式(5)を用いて大小変換24）

を行い、輸送人員変数
AD′ としてモデル上で扱っている

（非負にするため最小の整数値である１を加えている）。 

 

12 ＋　μ－＝　 AA DD′   (5) 

 
ここで、 AD は輸送人員、μは最大値と最小値の平

均を示す。 

 

 

 

 

表－１ DEA手法によるモビリティ計測の設定条件 

種類 入力項目 出力項目 

個人モビリティ 

鉄道運賃(円) 
鉄道平均所要時間(時間) 
鉄道運行本数(本／日) 

航空運賃(円) 
航空平均所要時間(時間) 
航空運行便数(本／日) 

都市間距離(km) 

需要考慮 
モビリティ 

鉄道運賃(円) 
鉄道平均所要時間(時間) 
鉄道運行本数(本／日) 

航空運賃(円) 
航空平均所要時間(時間) 
航空運行便数(本／日) 

鉄道輸送人員(千人) 
航空輸送人員(千人) 
都市間距離(km) 

人口考慮 
モビリティ 

鉄道運賃(円) 
鉄道平均所要時間(時間) 
鉄道運行本数(本／日) 

航空運賃(円) 
航空平均所要時間(時間) 
航空運行便数(本／日) 

都市間人口変数(千人２) 
都市間距離(km) 

 

（２）個人モビリティの分析結果 

個人モビリティは、個人が移動する際の目的地への移

動の容易さを単純に示した指標である。本評価では、よ

い交通サービスで長い距離を移動できる都市間は、評価

が高く、その逆は評価が低い都市間となる。 

図－３は個人モビリティの分析結果を示したものであ

る。Ｄ効率値の全36都市間の平均は、CCRモデルでは

0.808、BCCモデルでは0.926であった。まず、CCRモデル

による結果を個別に都市間別に見ると、個人モビリティ

において最も高いＤ効率値１となった都市間は福岡－宮

城間や東京－大阪間など８都市間であった。概ね航空や

鉄道の運行頻度が高い都市間が個人モビリティの高い結

果となった。 

広島－愛媛間は個人モビリティが36都市間の中で最も

低い0.157という結果になった。これは都市間距離が短

いが、鉄道では岡山を経由する迂回経路となり、航空も

乗換えが必要となるためＤ効率値が低くなったと考えら

れる。 

東京－新潟間は、両都市を結ぶ新幹線が整備されてい

るにも関わらずＤ効率値が低く36都市間中29番目（Ｄ効

率値0.656）という結果となった。これは、都市間距離

が短いため、航空便が無く、加えて東京－新潟間の新幹

線の運行本数が27本／日であり、同程度の都市間距離で

ある大阪－広島間の60本／日と比べて少ないことが効率

値を下げた要因として考えられる。 

一方、BCCモデルによる結果を見ると、新たに東京－

宮城間、東京－愛知間、大阪－愛知間、大阪－道央間、

大阪－愛媛間、福岡－広島間、福岡－新潟間、福岡－愛

媛間の８都市間のＤ効率値が１となっている。図－４に

はCCRモデルのＤ効率値とBCCモデルのＤ効率値の比から

求められる規模効率値を示したものである。図－４をみ

ると大阪－愛媛間、福岡－愛媛間、広島－愛媛間におい

て規模効率値が低くなっている。これは瀬戸内海を隔て

ていることが影響し、規模に対して収穫一定でない可能



 

性がある。ただし、福岡－愛媛間や広島－愛媛間は旅客

船を利用する経路も考えられ、旅客船を考慮した場合＊

１にはCCRモデルでのＤ効率値が高くなり、規模に対し

て収穫一定に近づく可能性がある。また、広島－新潟間

や宮城－愛媛間は、規模効率値が高く、CCRモデル、BCC

モデルのＤ効率値も値が低い。このような都市間では交

通サービスそのものが悪く、改善をすべき都市間である

と考えられる。 

表－２はCCRモデルより得られた結果の個人モビリテ

ィの入力余剰（運行本数は入力不足）を東京－新潟間を

例として示したものである。現状値とは現在の都市間の

交通サービスを示しており、効率値はＤ効率値を１とす

るためにその項目を個別に改善すべき交通サービス値

（入力項目値）を示している。東京－新潟間の個人モビ

リティでは、鉄道運行本数において34本／日の入力不足

が生じている結果であった。東京－新潟間と同程度の都

市間距離である東京－宮城間の鉄道運行本数の現状値は

34本／日であり、これと比較しても東京－新潟間の個人

モビリティが低いのがわかる。これは東京－宮城間では、

宮城以遠の鉄道需要があるために、新幹線の運行本数が

多く設定されている一方、東京－新潟間では新潟が新幹

線の終点であるため、新潟以遠の需要が取り込みにくく、

新幹線の運行本数が少ないためと考えられる。これが個

人モビリティの差の要因として挙げられる。 

以上、個人モビリティ指標を用いて各都市間を比較す

ることにより地域格差の分析を行った。その結果、航空

や鉄道の運行頻度が低い都市間において地域格差が存在

するという傾向がわかった。 

 

（３）需要考慮モビリティの分析結果 

需要考慮モビリティでは、利用者が需要規模による交

通サービスの違いを許容していると考え、都市間におけ

る移動の容易さをその都市間の輸送実績を考慮して評価

する。本評価では、利用者にとって需要規模の小さい都

市間をよい交通サービスで移動できた場合は、需要規模

の大きい都市間をよい交通サービスで移動できた場合よ

り効用が高いと評価する。 

図－５は需要考慮モビリティの分析結果を示したもの

である。Ｄ効率値の全36都市間の平均は、CCRモデルで

は0.961、BCCモデルでは、0.999であった。まずCCRモデ

ルによる結果を見ると、最も高いＤ効率値１を示した都

市間は福岡－新潟間や東京－大阪間など36都市間中19都

市間であった。福岡－新潟間は年間航空需要が34千人と

少ないにも関わらず、航空の直行便が２本／日あること

が効率値を１にした要因として考えられる。道央－愛媛

間は年間航空需要が39千人で福岡－新潟間以上の規模で

あるにも関わらず、航空便が１本／日と少ない。このこ

とが道央－愛媛間のＤ効率値が低くなった要因として挙 

 
図－３ 個人モビリティのＤ効率値（2005年） 

 

 
図－４ 個人モビリティの規模効率値（2005年） 

 
表－２ 東京－新潟間の入力余剰（入力不足） 

 

 

げられる。 

最もＤ効率値が低かった新潟－愛媛間は0.748であっ

た。これを同程度の年間航空需要が存在する宮城－愛媛

間において比較を行うと、新潟－愛媛間は年間航空需要

が9千人存在するところに運行本数が4本／日（乗り継ぎ

便）の交通サービスがある一方、宮城－愛媛間は年間航

空需要が6千人存在するところに運行本数が8本／日（乗

り継ぎ便）の交通サービスがある。したがって、宮城－

愛媛間の年間航空需要が少ないにも関わらず運行本数が

多いことが、新潟－愛媛間のＤ効率値を低下させた要因

として挙げられる。ただし、この両都市間は、ともに直
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模
効
率
値

規模効率値（CCR／BCC）

現状値 効率値 差
鉄道運賃

（円）
10,270 6,741 -3,529

鉄道平均
所要時間
（時：分）

2:11 1:26 -0:45

鉄道運行本数
（本／日）

27 61 34

航空運賃
（円）

45,440* 9,243 -36,197

航空平均
所要時間
（時：分）

4:14* 0:55 -3:19

航空運行本数
（本／日）

6* 78 72

*航空の運賃・所要時間・運行本数は乗継ぎ時のものである



 

行便はなく大阪経由となるため、大阪－新潟間、大阪－

宮城間の交通サービスが大きく影響していると考えられ

る。 

３番目にＤ効率値が低い新潟－宮城間は、直行する航

空便が無く、鉄道においても新幹線で大宮乗換えが発生

する。その上この都市間は鉄道の輸送人員が11千人と少

なからず需要があることから、需要考慮モビリティが低

くなったと考えられる。 

一方、BCCモデルによる結果を見ると、大阪－新潟間、

道央－広島間を除く都市間で最も評価の高い１をつけた。

BCCモデルを適用した場合、需要考慮モビリティによる

都市間の移動格差は概ね小さくなるものの、上記の２都

市間が依然として低い値になるという結果であった。図

－６には、CCRモデルのＤ効率値をBCCモデルのＤ効率値

で除した規模効率値を示している。図－６をみるとBCC

モデルでは大阪－新潟間、道央－広島間を除いてＤ効率

値が１であったため、CCRモデルにおいてＤ効率値が低

かった都市間において規模効率値が低くなる結果となっ

た。したがって、これらの都市間は、概ね規模に対して

収穫一定でない可能性があると考えられる。 

表－３はCCRモデルより得られた結果の入力余剰（運

行本数は入力不足）を新潟－宮城間を例にとり示したも

のである。現状値は現在の都市間の交通サービスを示し

ており、効率値はＤ効率値を１にするために必要な交通

サービス値（入力項目値）を示している。新潟－宮城間

のモビリティを高くするには、例えば鉄道運賃のみで対

応した場合、現状値の18,570円を15,727円にする必要が

ある。現状値の18,570円は、大宮を経由するため高額に

なっている。このような迂回経路の乗り継ぎには、割引

策などを講じることにより、地域格差を小さくすること

ができると考えられる。 

以上、交通サービスが需要規模に見合っているのかを

考慮して地域格差を評価できる需要考慮モビリティ指標

を用いて分析を行った。その結果、地域格差の度合いは

個人モビリティよりは小さいものの、需要規模を考慮し

た場合でも地域格差が存在していることがわかった。 

 

 
図－５ 需要考慮モビリティのＤ効率値（2005年） 

 

図－６ 需要考慮モビリティの規模効率値（2005年） 

 

表－３ 新潟－宮城間の入力余剰（入力不足） 

 

 

（４）人口考慮モビリティの分析結果 

人口考慮モビリティの評価では、人口規模に即した交

通サービスが提供されている都市間は評価が高く、人口

規模に即した交通サービスが提供されておらず潜在需要

が存在している都市間は評価が低くなる。 

図－７は、人口考慮モビリティの分析結果を示したも

のである。Ｄ効率値の全36都市間の平均は、CCRモデル

では0.925、BCCモデルでは0.978であった。まず、CCRモ

デルによる結果を見ると、最も高いＤ効率値１を示した

都市間は36都市間中16都市間であった。また、最もＤ効

率値が低かった愛知－新潟間との差は0.382であった。

愛知－新潟間を鉄道で移動する場合、東京を経由する迂

回経路となっている。加えて２つのJR鉄道会社を乗り継

ぐことによる運賃の増加などが要因として挙げられる。

また、愛知－新潟間、大阪－新潟間、東京－新潟間とＤ

効率値が低い順に並んでおり、これら３つの都市間には

新潟が含まれている。これは新潟県から人口の多い３大

都市への都市間移動のモビリティが低いことを示唆して

おり、これらの都市間には潜在需要があるにも関わらず、

適切な交通サービスが提供されていない可能性がある。 

一方、BCCモデルによる結果を見ると、新たに東京－

宮城間、東京－愛知間、東京－広島間、大阪－愛知間、

大阪－道央間、大阪－愛媛間、新潟－愛媛間の７都市間
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現状値 効率値 差
鉄道運賃
（円）

18,750 15,727 -3,023

鉄道平均
所要時間
（時：分）

3:30 2:57 -0:43

鉄道運行本数
（本／日）

20 24 4

航空運賃
（円）

47,380* 34,826 -12,554

航空平均
所要時間
（時：分）

4:25* 3:44 -0:41

航空運行本数
（本／日）

1* 14 13

*航空の運賃・所要時間・運行本数は乗継ぎ時のものである



 

のＤ効率値が１となっている。図－８にはCCRモデルの

Ｄ効率値とBCCモデルのＤ効率値の比をとった規模効率

値を示している。図－８をみると人口の少ない都市間よ

り人口の多い都市間において規模効率値が低くなってい

る傾向がみられる。したがって、人口規模が大きいこと

が規模に対して収穫一定でない可能性があると考えられ

る。 

表－４はCCRモデルより得られた結果の入力余剰（運

行本数は入力不足）を愛知－新潟間を例にとり示したも

のである。現状値は現在の都市間の交通サービスを示し

ており、効率値はＤ効率値を１にするために必要な交通

サービス値（入力項目値）を示している。例えば宮城－

愛媛間と比較した場合、人口規模が愛知－新潟間と比較

して半分以下である。しかし、航空運行本数が愛知－新

潟間は現状値6本／日に対し、宮城－愛媛間は大阪経由

ではあるが現状値8本／日と多いためである。そのため、

愛知－新潟間のモビリティを改善するには、航空運行本

数の場合、10本／日の入力不足を解消する必要があるこ

とを示している。 

以上、都市間に存在している潜在需要を考慮するため

に、人口を変数として取り込むことにより分析を行った。

その結果、個人モビリティと比較して地域格差は少ない

ものの、両都市の人口がある程度多く、かつ交通サービ

スが他と比較して劣る都市間において地域格差が存在す

る傾向があることがわかった。 

  
図－７ 人口考慮モビリティのＤ効率値（2005年） 

 

 

図－８ 人口考慮モビリティの規模効率値（2005年） 

表－４ 愛知－新潟間の入力余剰（入力不足） 

 
 

６．都市間交通の地域格差の分析 

 

これまでの結果のうちCCRモデルの結果を取り上げて、

３つの指標を用いて総合的に各都市間モビリティのポジ

ショニングを行い、需要規模の考慮の有無による違いな

どを考察する。図－９・10・11に３つの指標の各都市間

のＤ効率値を散布図としてプロットした。 

図－９は個人モビリティを横軸に、需要考慮モビリテ

ィを縦軸にとったものである。両者のＤ効率値が１であ

った都市間は８都市間であった。この図より、需要考慮

モビリティには地域格差があまり見られないため図の上

方に今回対象にした都市間が集まっている。一方、新潟

－愛媛間、広島－新潟間、新潟－宮城間などは、個人モ

ビリティと需要考慮モビリティの両モビリティが低い都

市間であった。 

図－10は個人モビリティを横軸に、人口考慮モビリテ

ィを縦軸にとったものである。両者のＤ効率値が１であ

った都市間は８都市間であった。個人モビリティが低い

が人口考慮モビリティが高い結果であった広島－愛媛間、

新潟－宮城間は、他都市と比較すると両都市の人口が少

ないため、都市間移動の需要がそれほど期待できない都

市間であり、そのため個人モビリティは低く人口考慮モ

ビリティが高くなったと考えられる。 

図－11は需要考慮モビリティを横軸に、人口考慮モビ

リティを縦軸にとったものである。両者のＤ効率値が１

であった都市間は12都市間であった。需要考慮モビリテ

ィが低く、人口考慮モビリティが高い新潟－愛媛間は、

現状の交通サービスが需要規模にあっていないことを示

している。比較的人口は少ないが、これらの都市間には

ある程度の需要があり、両都市の交流が活発な都市間で

あると考えられる。また、需要考慮モビリティが高く、

人口考慮モビリティが低い都市間として、愛知－新潟間、

大阪－新潟間、東京－新潟間が挙げられる。これらの都

市間は需要規模に適した交通サービスが提供されている

が、さらに交通サービスを向上させることで、新たな需 
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図－９ 個人と需要考慮モビリティの関係図 

 
図－10 個人と人口考慮モビリティの関係図 

 

図－11 需要と人口考慮モビリティの関係図 

要が生まれる可能性のある都市間であると考えられる。 

最後に、３つの図において新潟県を含む都市間の多く

が概ねモビリティが低い結果となった。つまり、新潟県

からのモビリティは総合的に低く、都市の人口、都市間

の需要が多いにも関わらず、交通サービスが劣っている

という結果であった。 

 

７．おわりに 

 

本研究では、都市間の公共交通サービスによる移動の

容易さを表す指標として３つのモビリティ指標を提案し

た。提案した指標は、DEA手法をベースとすることで、

各都市間モビリティの相対的な位置づけを分析できるも

のである。 

その指標を用いて都市間移動の地域格差について分析

した。これにより、公共交通サービスによる都市間移動

の地域格差を定量的に示すことができた。個人の公平性

の観点を基本と考えてはいるものの、都市間の需要規模

を考慮して、サービス提供の地域格差も定量的に分析す

ることができた。 

提案した指標を用いることにより、地域格差問題を考

える上で一つの指標になり得ると考えられる。ただし、

実際の公共交通サービスの改善による実現可能性につい

ては費用便益分析などの効率性・採算性などの議論もあ

わせて必要と考えている。 

今後の課題としては、交通インフラ整備や規制緩和の

影響を把握するため、提案したモビリティ指標を用いて

時系列分析を行う必要がある。また、規制緩和の影響を

より的確に把握するには、割引運賃を考慮した効率性の

違いの比較分析を行う必要がある。さらに対象とする都

市間を拡大し、地域格差の所在を明らかにしていきたい

と考えている。 

 

補注 

＊１ 公共交通機関には、他にも高速バスや旅客船が

含まれるが、100Km 以上でのこれらの分担率は低い（平

成19年度旅客地域流動調査より、100Km以上～300Km未

満における分担率は、乗合バス 2.06％、旅客船

0.31％）。そのため、今回の分析では、これらのモード

を対象外とした。高速バスや旅客船を含めた分析につい

ては今後の課題としたい。 

＊２ 本研究での都市間は、人口の多い都市から少な

い都市への移動と対象として考えている。 

＊３ 運行本数は所要時間最短経路の先着便の数（そ

の便より遅く出発して早く到着するような他の便が無い

もの）をJTB時刻表22）よりカウントしている。 
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公共交通サービスによる都市間移動の地域格差分析* 

荒谷太郎**・轟朝幸***・金子雄一郎**** 
わが国の都市間交通は、新幹線を中心とする鉄道ネットワークに加え、ほとんどの都道府県に空港が整備さ

れ、航空ネットワークも充実してきている。しかし、地域別にみると新幹線のルートから外れた地域や、航空

の不採算路線の廃止による地方路線からの撤退により、移動の利便性が低下した都市間もある。 

そこで本研究では、まず、都市間移動の利便性の違いを地域格差として捉え、地域格差を示す指標について

提案した。具体的には、距離を克服するといった移動の本質を利用者個人からみた指標と、それに需要規模や

人口規模を考慮した指標を提案した。そしてケーススタディとして、主要都市間の公共交通サービスによる都

市間移動の地域格差を定量的に示した。 

 An Analysis of Regional Disparity on Intercity Mobility by Public Transportation Service * 
By Taro ARATANI**・Tomoyuki TODOROKI***・Yuichiro KANEKO**** 

In recent years, intercity mobility in Japan has steadily improved as a result of deregulation in the transport sector, improved 
transportation facilities, technical innovations, and other factors. However, focusing in local intercity mobility, there are becoming low 
intercity mobility due to the city located off Sinkansen route and withdrawal from less profitable business. 

The purpose of this study was to identify regional disparities in terms of intercity mobility by public transportation.
 We propose three mobility indices for regional disparity between 36 intercity public transportations. These are individual mo
bility, in terms of passenger volume and mobility in terms of regional population. For the case study, regional disparities in 
intercity mobility provided by public transportation services could be quantitatively estimated.  
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